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第７３回：五ヶ月で作られたオールスター映画 

  

 銀行員にとって最も安易な融資は、ムーディズや S&Pの格付に依拠した案件である。AAA格の融資案件

が採算面はともかく、リスク面から否認されることはありえない（少なくとも昔はそうだった）。一方難易度が

高く、大半の銀行が参加を尻込みする案件といえば、フィルム即ち映画担保融資である。融資よりは投資に

近い性格を持っており、これに比べれば資源開発のプロジェクト・ファイナンスは易しい部類に入る。石油が

採掘できるか否かは科学技術である程度推測できるが、映画がヒットするかどうかは心理学や流行の領域

であり推測不能である。巨匠が制作して大コケした映画は過去珍しくない。だから映画ファイナンスにおいて、

銀行はディズニー映画や、スピルバーグ作品のように過去の統計データからヒットする可能性の高い作品

を選び、かつリスク分散のため、映画一本ではなく、複数の作品をパッケージにして資金供与するのである。

映画を作るのは大変だ。銀行から金を借りるだけでもこれだけ大変で、とにかく時間がかかる。企画書作成、

資金調達、脚本制作、俳優の起用、ギャラ交渉、ロケ地の選定と気の遠くなる作業が続く。そんななかで、

映画製作の最短記録を持つのはワーナー社だろう。１９７６年、ワーナー社は僅か５ヶ月で映画を作った。

出演者の顔触れはバート・ランカスター、カーク・ダグラス、アンソニー・ホプキンズ、エリザベス・テーラー、

リチャード・ドレイファス、ヘレン・ヘイズ等、オールスター・キャストである。題名を「エンテベの勝利」という。 

 

 １９７６年６月２７日、イスラエルのテルアビブ空港からパリに向かって飛び立ったエールフランス１３９便が、

アラブのテロリストたちにハイジャックされ、乗客乗員２５６名がウガンダのエンテベ空港に拉致される事件

が発生した。当時のウガンダ指導者は独裁者として有名なアミン大統領。アミンはひところイスラエルと親し

かった時期もあったが、当時はアラブ支持に転向しており、ハイジャッカーと人質を空港ターミナルに迎えて

ウガンダ兵士に警護させた。ハイジャッカーはイスラエルに対し同国で服役中のテロリスト約４０名の釈放を

要求、従わなければ人質を全員射殺すると脅したが、ラビン首相（アンソニー・ホプキンス）、ペレス国防相

（バート・ランカスター）はテロリストの釈放を拒否、空挺部隊指揮官のヨナタン・ネタニヤフ中佐（リチャード・

ドレイファス）に出動を命じる。ハイジャッカーは人質をユダヤ人約９０名に絞り込んだが、AF１３９便の全て

の乗員が自らの意思で残留を表明したため計１０５名となる。空挺部隊はモサドが入手した空港ビルの設計

図に基づき、ターミナルに見立てた建物を模造し、ここで何度も何度も秒刻みの訓練を重ねる。 

７月３日、ネタニヤフ中佐以下約１５０名の空挺部隊を載せた３機のＣ130 輸送機が軍事基地を離陸した。

コードネーム「サンダーボルト作戦」が始動、ハーキュリーズはアフリカ大陸を南下、夜陰に乗じてエンテベ

空港に着陸する。そして特殊部隊はアミン大統領が空港を視察に来たと欺くためイスラエルの富裕者から

借りてきた大統領専用車と同型のメルセデス・リムジンを先頭に突入する。奇襲攻撃により部隊は短時間で

空港全域を制圧、ウガンダの戦闘機を破壊し、人質のほとんどを奪還することに成功する。 

 

この作戦で特殊部隊はテロリスト全員とウガンダ兵５０人を射殺し、人質１０５名の死亡者は僅か３名であ

った。そして特殊部隊にも１人の犠牲者が出た。指揮官のヨナタン・ネタニヤフ中佐、いまのイスラエル首相
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ベンヤミン・ネタニヤフの実兄である。１９４６年、ロシア系ユダヤ人の長男として生まれたヨナタンは、６７年

の第３次中東戦争に中隊長として従軍、シナイ半島からエジプトを駆逐しゴラン高原獲得に貢献する。終戦

後ネタニヤフ兄弟はアメリカに戻り、兄はハーバード、弟は MIT で学ぶが、シナイ半島の緊張が高まるなか、

兄はハーバード卒業を諦め、イスラエルに戻りヘブライ大学で学び卒業は軍隊に復帰する。１９７３年１０月、

エジプトはユダヤ教の安息日に奇襲攻撃を掛け（第４次中東戦争）、不意を突かれたイスラエル軍は大混乱

に陥り、敗戦の瀬戸際に追い込まれるが、ニクソン大統領が全世界の米軍を動員した大空輸作戦を命じ、

イスラエルは辛うじて逆転に成功する。このときヨナタンはシリア軍侵攻を食い止めた戦功により叙勲の栄

に浴している。イスラエル軍の至宝であった彼がエンテベで殉職しなければ、いまのイスラエル首相は弟で

はなく兄が勤めていた可能性が高い。そしてネタニヤフ兄弟が参加した第４次中東戦争において奇襲作戦

を指揮しイスラエルを追い詰めたエジプト空軍司令官のムバラク元帥とは、失脚したあのムバラク大統領で

ある。イスラエルとエジプトは不倶戴天の間柄だが、百戦錬磨の軍人のムバラクやネタニヤフが登場するこ

とによって、両国は長らく平和を保ってくることができた。「ムバラク王朝」が長期間続き、一族の不正蓄財が

庶民の怨嗟の的となり政権は転覆したが、これまでムバラク朝エジプトがアラブ諸国とイスラエルとの軍事

的衝突を押さえる重石であったことは事実であり、その重石が外れたことにより、この地の地政学リスクが

今後高まることは、いまアフリカの北部を吹き荒れている民主化運動を見ても明らかである。 

中国にとってエジプトは中東外交の要であり、政権崩壊は大きな痛手である。エジプト民主化運動が周辺

国に飛び火し、アフリカ砂漠地帯が燃えているが、何とスエズの向こうの中国もキナ臭くなってきた。一部の

若者たちがネットで民主化デモを呼び掛け、当局は慌てて規制し始めた。反日暴動のとき中国政府は若者

の暴動を許し、愛国運動と評価した。しかし青年もバカではない。あるときは愛国者、あるときは犯罪者にさ

れてはたまらない。中国政府は若者を善導したい考えだが、やれるものならやってごらんなさい。五四運動

のむかしから、青年は純粋であるが故に扱いにくいと周恩来さんも仰っているのである。 

P.S.  「エンテベの勝利」は７６年１２月公開。出演俳優の多くはユダヤ人ではないが、イスラエルの記念

すべき映画をギャラが安いとか、忙しいとか言って断る勇気のある俳優はハリウッドにいないようだ。（了） 

文中の見解は全て筆者の個人的意見である。                         

平成２３年２月２２日   

筆者プロフィール 

杉野光男 

東洋証券株式会社 主席エコノミスト 

一橋大学商学部卒、 三菱信託銀行（現三菱UFJ信託銀行）入社、上海華東師範大学へ留学 

同行北京駐在員、上海駐在員事務所長、理事中国担当部長を経て、２００７年より現職 

著書  日本の常識は中国の非常識（時事通信社）、中国ビジネス笑劇場（光文社）等 
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ご投資にあたっての注意事項 
手数料等およびリスクについて 
①株式の手数料等およびリスクについて 

・ 国内株式の売買取引には、約定代金に対して最大1.2075％（税込み）（約定代金が260,869円以下の場合は、

3,150 円（税込み））の手数料をいただきます。国内株式を募集、売出し等により取得いただく場合には、購入

対価のみをお支払いいただきます。 

 国内株式は、株価の変動により、元本の損失が生じるおそれがあります。 

・ 外国株式等の売買取引には、売買金額（現地における約定代金に現地委託手数料と税金等を買いの場合に

は加え、売りの場合には差し引いた額）に対して最大 0.8400％（税込み）の国内取次ぎ手数料をいただきます。

外国の金融商品市場等における現地手数料や税金等は、その時々の市場状況、現地情勢等に応じて決定さ

れますので、本書面上その金額等をあらかじめ記載することはできません。 

 外国株式は、株価の変動および為替相場の変動等により、元本の損失が生じるおそれがあります。 

②債券の手数料等およびリスクについて 

・ 非上場債券を募集・売出し等により取得いただく場合は、購入対価のみをお支払いいただきます。 

 債券は、金利水準の変動等により価格が上下し、元本の損失を生じるおそれがあります。外国債券は、金

利水準の変動等により価格が上下するほか、カントリーリスク及び為替相場の変動等により元本の損失が生

じるおそれがあります。また、倒産等、発行会社の財務状態の悪化により元本の損失を生じるおそれがありま

す。 

③投資信託の手数料等およびリスクについて 

・ 投資信託のお取引にあたっては、申込（一部の投資信託は換金）手数料をいただきます。投資信託の保有期

間中に間接的に信託報酬をご負担いただきます。また、換金時に信託財産留保金を直接ご負担いただく場合

があります。 

投資信託は、個別の投資信託ごとに、ご負担いただく手数料等の費用やリスクの内容や性質が異なるため、

本書面上その金額等をあらかじめ記載することはできません。 

 投資信託は、主に国内外の株式や公社債等の値動きのある証券を投資対象とするため、当該金融商品市

場における取引価格の変動や為替の変動等により基準価格が変動し、元本の損失が生じるおそれがありま

す。 

④株価指数先物・株価指数オプション取引の手数料等およびリスクについて 

・ 株価指数先物取引には、約定代金に対し最大 0.0840％（税込み）の手数料をいただきます。また、所定の委

託証拠金が必要となります。 

・ 株価指数オプション取引には、約定代金、または権利行使で発生する金額に対し最大 4.20％（税込み）（約定

代金が 2,625 円に満たない場合は、2,625 円（税込み））の手数料をいただきます。また、所定の委託証拠金

が必要となります。 

 株価指数先物・株価指数オプション取引は、対象とする株価指数の変動により、委託証拠金の額を上回る損

失が生じるおそれがあります。 

ご投資にあたっての留意点 

 取引や商品ごとに手数料等およびリスクが異なりますので、当該商品等の契約締結前交付書面、上場有価証券

等書面、目論見書、等をよくお読みください。 


